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はじめに

　本書は、自治体監査に携わり、監査のことが少しわかってきた人がも
う少し理解を深めたい、又は、今、自らが行っている監査業務をもっと
より良いものにしたいと思ったときに、手元に置いて実際に行ってみた
いと心に抱かせるような本を目指して筆を執りました。
　そのため、自治体監査制度の概要だけでなく、監査の際には具体的に
どのようなところに注意を払いながら実践していくべきかを具体的な事
例をまじえて解説するように心掛けました。
　また、自治体監査について理解を深めるためには、監査論そのものを
知る必要があると考え、自治体以外のその他の機関（国や民間など）の
監査についても、概略ではありますが、解説を加えて、自治体監査との
違いや共通する部分を紹介するようにしました。
　それでも監査の世界に足を踏み入れると、実に奥が深く、求められる
知識は膨大である上に、小規模な自治体になりますと、監査を実施する
のには十分な体制であるとは言えず、ひと筋縄ではいかない難しさがあ
ります。
　地方分権の時代と呼ばれ、国に依存せず、地域の実情に応じた政策官
庁としての役割が求められる中、監査体制についても自治体の規模や実
情に鑑みて、自治体の自主性を尊重するところがありますので、仕方が
ないことであるのかもしれません。
　しかしながら、どの自治体においても同じレベルの監査が行われるよ
うにしたいという願いを込めて、監査の実務ポイントとあわせて、監査
様式の標準モデルも示すようにしました。監査様式を使いこなせていな
いと感じている自治体の皆さん、または監査様式そのものがない自治体
の皆さんの少しでも参考になれば、幸甚の至りです。
　今まさにこの時代の監査は、それぞれの自治体で異なり、監査に従事
する者の力量によっても大きく左右され、監査水準に自治体間格差があ
ることも否めません。
　いつの日か、どの自治体でも同じような監査が実践されている時代が
訪れるようにするために、少しでも本書がお役に立つことができればよ
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いと考えています。
　また、自治体の多くは、人口減少や少子高齢化対策を最重要課題とし
て捉え、関連施策の推進を優先する一方で、不祥事等は発生したら対処
療法的に注意喚起を促す程度で、事前にリスクを防止する予防対策は欠
落しているところが見受けられます。
　監査等においてチェックするのは、基本的には過去の事実です。その
ときの監査等で問題なしとしても、将来も大丈夫であるという保証を与
えるものではありません。
　監査等に携わる者は、何かがおかしい、事前にこのようなリスクが発
生するのではないかと察知できる「感性」、そして、どんな些細なこと
でもリスクや課題を見抜ける「眼力」を磨いていくことが重要です。そ
して、この眼力には、細部まで目を通すことができる「虫の目」、俯瞰
的に見渡すことができる「鳥の目」、時間という流れの中で将来を見通
すことができる「魚の目」の３つが重要であると考えます。
　自治体の業務は、専門的な知識が求められる上に、多岐にわたるため、
さまざまな業務の知識があることは、監査を行う上でとても大きいとこ
ろがあります。仮に、知識がないことを相手に示せば、非監査部門側の
ペースで監査が進められ、悪い言い方をすれば誤魔化されてもわかりま
せん。
　「ローマは１日にして成らず」とあるように、知識や技術を簡単に身
につけることは容易いことではありません。しかしながら、「雨

あま

垂
だ

れ石
を穿

うが

つ」という言葉があるように、日々の業務の中で、少しずつでも知
識を増やすことを継続し、監査の技術力を養っていただきたいと思いま
す。

　本書は、自治体監査の理論と実践を学ぶための基本書のような役割が
果たせればよいと考えていますが、自治体監査に初めて従事する人には
内容が難しいところもあると思います。
　そういう意味では、本書は「中級」レベルの方々を対象としたところ
があります。自治体監査の「入門・初級」レベルの方々を対象とした書
物として、拙著ではありますが、『監査委員事務局のシゴト』（ぎょうせ
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い）もあわせてご覧になっていただけたら幸いです。
　また、本書では、地方公営企業に関する監査や健全化判断比率等の審
査など描き切れていない部分もありますが、紙幅の都合上、それらは省
かせていただきましたので、どうかご容赦願います。
　本書が多くの自治体の監査の質向上に少しでも貢献し、また、本書を
手に取って読んでくださった皆さんの少しでもお役に立つことができた
ら、この上なく幸せなことはありません。

　最後に、このような執筆の機会をいただき、本書の作成に多大なご尽
力をいただいた学陽書房の川原正信氏、本のデザインやタイトルを考え
てくださった方々、一緒に監査の仕事に携わり、貴重な資料を提供して
いただいた静岡県富士市監査委員事務局の殿岡大典氏をはじめとした皆
さん、他にもこの本の出版にかかわってくださったすべての皆様に、こ
の場を借りて厚く御礼を申し上げます。
　そして、いつも陰で支えてくれている妻には心から感謝の言葉を捧げ
たいと思います。

2020年３月吉日

　　　いつも夜遅くまで執筆に付き添ってくれた

愛犬「桃李と一期」にも感謝を込めて

吉野 貴雄
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　予算（決算）に関する監査については、歳出予算の最小単位にあた
る節又は細節の区分で監査することが通例であるが、節（細節）にはそ
れぞれ独自の特徴があり、その種類によって着目すべきポイントも異な
る。
　ここでは、節（細節）の区分に応じて、具体的に注意すべき監査事例
を取り上げていくことにする。

⑴　消耗品費・備品購入費

【監査の着眼点】　合規性・正確性

【解説】

　消耗品とは、自治体が所有する動産の一部で、地方自治法では「物品」
という言葉で表せるものである。使用することによって消費され、毀損
しやすく、長期間の保存が難しいものをいう。
　それに対して、形状を変化させることなく、長期間の保存、連続して
の使用ができる物品を「備品」といい、節レベルで区分している。
　物品の分類については、「何を備品とし、何を消耗品とするかという
ことは各地方公共団体が財務に関する規則で定めるべきであり、その限

第　　節1 財務に関する事務手続　

執行予算科目別の留意点1

ケース１

・備品と消耗品を区別する基準はつくられているか。
（例）パソコン、プリンター、ＩＣレコーダー、マウス、専門書、災害用の
備蓄品など

消耗品の定義
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りにおいては、通常備品と思われるものであっても、適宜分類してさし
つかえない（昭38・12・19通知　自治丁行93）」とされている。
　このため、単に金額が安いという理由で、本来備品に分類すべきもの
を消耗品とするのは適当でない。
　消耗品と備品の違いについては、多くの自治体で分類に関する基準等
を制定し、明確化しているところであるが、消耗品であるのか、備品で
あるのか判別の困難な物品を購入する場合は、しっかり基準等を確認し
て誤った支出項目で購入していないかを確認する必要がある。また、基
準等が設けられていない自治体は、基準等の制定を指導することが大切
である。
　特に、公会計改革により自治体には財務諸表の作成が義務付けられ、
その基本資料となる資産台帳に備品は登録することになるので、計上漏
れ等が生じないように注意する必要がある。
　なお、地方公営企業法の適用を受ける企業会計においては、一般会計
及び特別会計とは異なり、「備消品費」という節に区分され、「事務及び
工事用消耗品費並びに耐用年数１年未満又は取得価額10万円未満の器具
及び備品費」と定義されることが多いが、自分たちの自治体ではどのよ
うになっているのかを例規集で確認しておくのもよい。

【監査の着眼点】　合規性・正確性

【解説】

　年度の切換時期に注意すべき事例の１つであり、物品の納品時期が３
月31日までに納品されていた場合は前年度での支払いになるが、新年度
の４月１日以降に納品された場合は、新年度予算からの支出になるので
注意しなければならない。

ケース２

・４月１日以降に納品されたものが前年度の支出伝票で起票されて
いるものはないか。

年度誤り
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【監査の着眼点】　合規性・経済性

【解説】

　物品等を購入する際には、一定の金額以上（例えば５万円以上など）
になると、公募型指名競争入札やオープンカウンター（自由参加型見積
制度）を行うことがそれぞれの自治体のルールの中で定められている。
しかしながら、入札等の手間を省きたいがために、入札等の対象金額に
達しないように、物品等を恣意的に分割発注する場合が見られる。
　もし入札等が行われていれば、購入金額を下げることができた可能性

　前年度の支出伝票をチェックする際には、納品書の日付が４月１日以
降のものが含まれていないか注意する必要がある。

【監査の着眼点】　合規性・正確性

【解説】

　物品を購入する場合に付随する送料は、消耗品の場合は消耗品費、備
品の場合は備品購入費に含めることとされているが、購入した物品が備
品と消耗品の両方であり、それに付随する送料の経費区分が明確でない
場合、購入金額で按分することも考えられるが、このような場合は通信
運搬費（役務費）で支出することが適当である。

ケース３

・備品と消耗品を同時に購入し、両方に送料がかかる場合の支出科
目はどうなるのか。

支出科目が異なるときの送料

ケース４

・納品日と発注業者が同一にもかかわらず、物品を分割発注してい
るものはないか。

恣意的な分割発注
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もあるので、監査等で発見した場合はしっかり指導することが求められ
る。
　また、いくら指導しても恣意的な分割発注が改善されない場合は、ルー
ル自体が形骸化している可能性もあるので、入札等の対象となる基準額
を上げること（例えば、入札等の対象となる基準額を５万円から10万円
にするなど）を提案するのも事務の効率化を図る上で考えられる。　

【監査の着眼点】　合規性

【解説】

　最終的に予算残額が０円になるということは、よほどの確率でそう
なったということも一応考えられるが、やはり何らかの手が加えられな
い限り、そのような結果が出るというのは考えにくい。もし、あるとす
れば、予算残高の金額で買えるものを業者に見繕ってもらうような方法
が考えられる。
　その他にも、予算残額が０円になるのは怪しまれるから、あえて少し
くらいの残額を残すということもあり得るかもしれない。
　このような状況があった場合は、業者と職員の間にそのようなやり取
りがあったのかを確かめることはできないので、真実を確認することは
相当難しいが、できる範囲内で真実を追求し、必要に応じて指導するこ
とが考えられる。

ケース５

・最終的に消耗品費の予算残額が０円になっていることは偶然に生
まれたのか。

予算残額０円の妥当性


